
医療等分野の番号の制度設計に関して第８回(９月３０日)で事務局から提示した考え方案

項 目 第８回研究会（９月３０日）に事務局から提示した考え方案（概要）

○ 医療機関で患者を一意的
に把握する仕組み（マイナ
ンバーとの関係）

○ 「医療等分野の番号」は、目的等によって異なるＩＤ体系で管理された医療情報を突合する
ために、一意的に識別するための識別子として位置づけるとともに、現在、各医療機関・薬局
や地域医療ネットワークで用いられる様々な患者ＩＤは、引き続き、利用できるような仕組み
としてはどうか。

○ 「見える番号」とするか
「見えない電磁的な符号」
とするか

○ 個人を一意的に識別できる「医療等分野の番号」は、以下の理由から、見えない番号（電磁
的符号）としてはどうか。
・ 書面への書き取りや人を介在した漏えいを防止するためのセキュリティの観点
・ 情報の連携は、人の手を介在させず、システム間で連携することが安全・効率的であり、
見える番号である必要がない（見える番号だと、システム以外の方法での突合を誘因するお
それがある）

※ 各医療機関や地域ネットワークが利用している患者ＩＤは、医療等分野の番号とシステム
で１対１で対応させて管理することで、引き続き、利用できる。

○ 発行方法、発行・管理の
機関

○ マイナンバー制度のインフラでは、支払基金の機関別符号は、保険者を異動しても一意的に
識別できる符号であるので、医療等分野の番号は、支払基金の機関別符号と１対１で管理する
仕組みとしてはどうか。

○ 支払基金・国保中央会が、保険者から共同で委託を受けた資格管理業務の一環として、医療
等分野の番号の生成・管理を行うことで、効率的な仕組みができるのではないか。
※ 支払基金・国保中央会が発行・管理する仕組みとした場合、レセプトと医療等分野の番号
を１対１で管理できるようにすることは、システム上は、効率的に対応可能ではないか。

○ 個人番号カードによるオ
ンライン資格確認との関係

○ 医療等分野の番号は、支払基金の機関別符号や電子証明書と１対１で管理される仕組みとし
た場合、個人を一意的に識別できる識別子であるので、患者本人を厳格に確認した上で利用す
る観点から、個人番号カードで資格確認した際に、その保険医療機関・保険薬局あてに本人を
一意的に識別できる識別子を提供する仕組みとしてはどうか。

○ 番号の取扱いの規制 ○ 患者を一意的に識別できる医療等分野の番号そのものが、どのような場合に医療情報に付さ
れるかを整理した上で、取扱いの規制を検討してはどうか。

○ 電磁的符号は、書きとりや人の手を介在することがないので、番号の告知要求の制限や故意
に漏えいした場合の罰則等の必要性は、利用形態を精査しつつ、検討してはどうか。
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公的個人認証の仕組みを活用したオンライン資格確認（イメージ）

本人

③ICチップから電子証明書
を読取り、資格情報を請求

個人番号カード

保険医療機関（約17万7千）
保険薬局（約5万7千）

協会けんぽ
健保組合(約1400)
市町村国保(約1700)
国保組合（約160）
後期広域連合(47)等

レセプト請求
の専用回線経由

電子証明書

支払基金・国保中央会
地方公共団体システム機構

(J-LIS)

機関別符号①

④支払基金からJ-LISに
電子証明書に対応する
機関別符号を照会

①支払基金・国保中央会が保険者
の委託を受けてマイナンバーと
１対１で資格情報を管理

※外来受診（延べ日数）
年間約20億件

マイナンバー

資格情報

マイナンバー

資格情報

マイナンバー

住民票コード

②支払基金・国保中央会が全保険者の
機関別符号を取りまとめて取得

情報提供ネット
ワークシステム経由

住基ネット経由

※符号の取得は支払基金がJ-LISとの窓口になって行う
※符号は保険者を異動しても変わらない医療保険の符号となる

支払基金・国保中央会

マイナンバー

資格情報

機関別符号①

電子証明書
電子証明書

地方公共団体システム機構
(J-LIS)

住民票コード

電子証明書

機関別符号②

⑤J-LISは、電子証明書の
シリアル番号に対応する
住民票コードを引き当て、
情報提供NW経由で機関別
符号を支払基金に送付

⑥支払基金は、既に取得している機関別符号①と、新たに電子
証明書に対応して送付された機関別符号②をキーにして、
電子証明書に対応した資格情報を１対１で突合させる

※機関別符号①と機関別符号②は
支払基金が窓口であり同じ符号

個人番号カード

電子証明書

支払基金・国保中央会

マイナンバー

資格情報

機関別符号

電子証明書保険医療機関・保険薬局

資格情報

電子証明書

地方公共団体システム機構
(J-LIS)

電子証明書

⑦支払基金・国保中央会は、
電子証明書に対応した資格
情報を保険医療機関等に提供

⑦´電子証明書の
有効性を確認

医療保険者

機関別符号の取得（準備段階）

電子証明書と資格情報を突合させる（初回の受診時）

保険医療機関等への資格情報の送付（突合させた後）

※突合後は、電子証明書の有効性のみを確認
※突合後は、患者がどの医療機関に受診しても、

その医療機関から照会された電子証明書に対応
する資格情報を提供できる

※市町村国保分は国保
ネットワークを活用

※関係者との調整によって変り得るので現時点のイメージ

※番号制度のインフラ
を基本的に活用
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地方公共団体システム機構
【住基ネット】

個人
マイナンバー

市町村が付番

マイナンバー住民票コード

○ 個人番号制度の施行に伴い、保険者は住
基ネットに接続して符号を取得し、情報提
供ネットワークへの接続が必要。

→ 保険者が個別に接続するとコスト大

※ 被保険者が異動するつど住基ネットに接続
して符号を取得し、保険者ごとに住基接続の
固定費や体制確保が必要。

各機関は住基ネットに接続し、
利用するマイナンバーに対
応した機関ごとに異なる符号
を取得

マイナンバー符号 個人情報

社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央会

健保組合

マイナンバー

個人情報

被保険者番号

被保険者番号
協会けんぽ

マイナンバー

個人情報

被保険者番号
国保組合

マイナンバー

個人情報

被保険者番号

後期広域

マイナンバー

個人情報

被保険者番号

… … …

医療保険

※被保険者番号は、被保険者証記号・番号が個人毎に付与されている場合は記号・番号を、世帯毎等で同一の場合は記号・番号に枝番等を
付番して利用。

既存のネットワーク

※情報ネットワークとの接続(符号取得)は便宜上、支払基金が行う

情報提供ネットワークシステム
情報の照会に対し提供を許可し、符号同士を紐づけ

符号 符号符号符号符号符号 符号

マイナンバー

個人情報

年金

マイナンバー

個人情報

地方税・福祉・生活
保護・介護保険等

マイナンバー

個人情報

労災・雇用保険

…

符号 符号 符号

個人ごとの医療保険の加入履
歴の管理・提供機能

医療保険者の接続・符号の
取得を集約化

（支払基金・国保連と保険者との間は
既存のネットワークを活用）

保険者事務の支払基金・国保連への共同委託の法的整備（平成27年国民健康保険法等改正）

○ 支払基金と国保連が保険者の委託を受け、住基ネットと情報提供
ネットワークに一元的に接続し、保険者の負担を軽減。

○ あわせて、医療保険の加入履歴の管理・提供機能により、保険者
間での情報連携を効率化。

※ 国保の資格取得申請時の資格証明書の添付省略等

→ 保険者が保険給付、保険料徴収等に関する情報の収集、利用等に
関する事務を支払基金又は国保連に共同して委託できることとする
等の法律改正を行う（平成27年5月成立・公布。平成28年4月施行）
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（※）持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律
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地域医療ﾈｯﾄﾜｰｸＡ
の管理用の識別子
見えるor見えない番号

医療機関Aの患者ID
見える番号

薬局Bの患者ID
見える番号

介護事業者Cの利用者ID
見える番号

医療等分野の番号
見えない電磁的符号

地域医療ﾈｯﾄﾜｰｸＢ
の管理用の識別子
見えるor見えない番号

地域医療ﾈｯﾄﾜｰｸＣ
の管理用の識別子
見えるor見えない番号

マイナンバー

各ネットワークの管理用の識別子
と医療等分野の番号とをシステム
で１対１で対応させて管理

支払基金(医療保険)
の機関別符号

見えない電磁的符号

医療保険の加入者
の資格情報

社会保険診療報酬支払基金・
国民健康保険中央会

医療保険者

協会けんぽ
健保組合(1431)
国保(1716)、国保組合(164)
後期広域連合(47) 等

支払基金・国保中央会
の中で１対１で管理

各施設の患者IDと地域医療ネット
ワークの管理用の識別子を１対１
で対応させて管理

医療等分野の番号の体系のイメージ①（情報連携） ※議論のための素材の１つ

○ 異なるID体系で管理された医療情報を突合するための識別子として、本人を一意的に識別できる「医療等分野の番号」
を位置づけるとともに、現在、各医療機関・薬局や地域医療ネットワークで用いられている様々な患者IDは、引き続き、
利用できるような仕組みとした場合、以下のような体系が考えられるのではないか。

医療現場ではマイナンバーを用いない
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地域医療ﾈｯﾄﾜｰｸＡ
の管理用の識別子
見えるor見えない番号

住民票コード

電子証明書

地方公共団体システム
機構（J-LIS）

公的個人認証サービス

１対１の関係住民票コードを
変換して生成

利用機関ごとに異なる
機関別符号を発行

例えば、地域医療ネットワークでの情報連携のイメージ

医療等分野の番号
見えない電磁的符号
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医療保険者

協会けんぽ
健保組合(1431)
国保(1716)、国保組合(164)
後期広域連合(47) 等

医療等分野の番号
見えない電磁的符号

マイナンバー

支払基金(医療保険)
の機関別符号

見えない電磁的符号

医療保険の加入者
の資格情報

社会保険診療報酬支払基金・
国民健康保険中央会

支払基金・国保中央会
の中で１対１で管理

医療等分野の番号の体系のイメージ②（研究分野での利用） ※議論のための素材の１つ

○ 研究分野での医療情報の活用に当たって、医療情報の機微性への配慮やセキュリティの観点から、各データベースでそ
れぞれ別の管理用の識別子を用いる仕組みとした場合、医療等分野の番号を用いて、以下のような体系が考えられるので
はないか。それぞれのデータについて、どのように安全かつ効率的に突合する仕組みが考えられるか。
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住民票コード

電子証明書

地方公共団体システム
機構（J-LIS）

公的個人認証サービス

１対１の関係住民票コードを
変換して生成

利用機関ごとに異なる
機関別符号を発行

レセプトデータベース
NDBで用いる識別子(P)

がん登録
がん登録で用いる識別子(P)

疾患別データ
疾患別に用いる識別子(P)

注：NDBとがん登録等について、
現時点で決まった方法ではない

各データベースで用いる識別子を
それぞれ別とした場合のイメージ
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地方公共団体システム機構（J-LIS）

マイナンバー 住民票コード

マイナンバー
支払基金の
機関別符号 個人情報

社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央会

健保組合

マイナンバー

個人情報

被保険者証記号番号

被保険者証記号番号

協会けんぽ

マイナンバー
個人情報

被保険者証記号番号

国保組合

マイナンバー
個人情報

被保険者証記号番号

後期広域

マイナンバー
個人情報

被保険者証記号番号

… … …

医療保険

既存のネットワーク

情報提供ネットワークシステム
情報の照会に対し提供を許可し、符号同士を紐づけ

年金機構の
機関別符号

厚労省の
機関別符号

符号符号符号自治体の
機関別符号

マイナンバー

個人情報

年金

マイナンバー

個人情報

地方税・福祉・
生活保護・国保・
介護保険等

マイナンバー

個人情報

労災・雇用保険

…
自治体の

機関別符号
年金機構の
機関別符号

厚労省の
機関別符号

個人ごとの医療保険の加入
履歴の管理・提供
（支払基金の「符号」と被保
険者番号を１対１で管理）

医療保険者の符号の取得、
資格情報等を集約化

（保険者との間は既存ネット
ワークを活用）

マイナンバーのインフラを活用した医療等分野の番号の体系のイメージ

電子証明書

国保連

マイナンバー

資格情報

被保険者証記号番号

…

電子証明書

支払基金の
機関別符号

本人

ICチップから電子証
明書を読取り、資格
情報を請求

個人番号カード

保険医療機関（約17万7千）
保険薬局（約5万7千）

レセプト請求
の専用回線 支払基金・国保中央会

（支払基金47支部、国保連）

資格情報

電子証明書に対応する資格情報を提供

医療等分野の番号

電子証明書

電子証明書

個人番号カード 公的個人認証サービスを活用
⇒ 個人番号カードの電子証明書と「支
払基金の機関別符号」を１対１で対応

資格情報

電子証明書 被保険者証記号番号１

被保険者証記号番号2

被保険者証記号番号3

医療保険の加入履歴と機関別符号を
１対１で対応させて管理

保険者を異動しても変わらない識別子の役割
【個人番号カードの電子証明書と一意的にも対応】

医療保険分野で一意的に本人を識別
できる識別子を、保険医療機関・保
険薬局に提供すれば、情報連携や研
究分野で活用できるのではないか

保険医療機関等でのオンライン資格確認

医療等分野の情報連携

健康・医療の研究分野

※機関別符号の取得は支払基金が行う

※国保の資格情報は国保連で共有・管理

（公的個人認証サービス）

Aさんの
加入履歴情報

支払基金の
機関別符号
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